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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】非水電解液電池
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非水電解液を備えた非水電解液電池に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン二次電池等の非水電解液を用いた非水電解液電池は、高電圧でエネルギ
ー密度が高く、小型化・軽量化が図れることから、パソコンや携帯電話等の情報端末等の
電源を中心に広く一般に普及している。非水電解液電池で用いる非水電解液としては、一
般にエステル化合物及びエーテル化合物等の非プロトン性有機溶媒にＬｉＰＦ６等の支持
塩を溶解させた溶液が用いられている。しかしながら、非プロトン性有機溶媒は可燃性で
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あるため、電池からの漏液時または異常発熱時に発火する等、安全性の面で課題がある。
　また最近では、非水電解液電池を電力貯蔵用電源や電気自動車用電源等の大型機器の電
源用途に拡大する検討が進められている。そのため電池の大型化に向けた非水電解液電池
の安全性を高めることが重要な問題になっている。非水電解液電池の安全性を高める技術
としては、例えば、特開２０００－１７３６１９号公報（特許文献１）に、負極表面を難
燃性材料であるホスファゼンモノマーで被覆して電池の発火・破裂を抑制する技術が開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－１７３６１９号公報（段落［００４２］、表１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述のように、難燃性材料で電極表面を被覆すると、非水電解液電池の内部温度の上昇
による電池の発火や内部圧力の上昇による電池の膨張は抑制できる。しかしながら電極表
面に形成された難燃層の存在により、電極と電解液との間のイオン伝導性が阻害され、放
電特性等の電池本来の性能が低下するという問題があった。
【０００５】
　本発明の目的は、電極等の表面に難燃層を形成しても、放電特性等の電池性能に影響を
与えることが少ない非水電解液電池を提供することにある。
【０００６】
　本発明の他の目的は、放電特性を維持しながら、内部短絡などによる急激な放電が生じ
た場合でも、電池の発火や破裂を抑制することができる非水電解液電池を提供することに
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、電池用電解液として非水電解液を備えた非水電解液電池を改良の対象とする
。本発明の非水電解液電池では、正極板、負極板及びセパレータの少なくとも１つの表面
に、難燃性材料を用いた多孔質層を形成する。正極板、負極板及びセパレータの少なくと
も１つの表面とは、例えば、正極板のセパレータと対向する表面、負極板のセパレータと
対向する表面またはセパレータの表面等を意味する。多孔質層は、難燃性材料を溶融した
ホットメルトを正極板等の表面に塗布して形成する。本願明細書において、難燃性材料は
、常温では固体だが加熱すると可塑化または流動化し、非水電解液の発火を阻止する性質
を有する非水電解液に不溶の熱可塑性樹脂である。ホットメルトは、このような熱可塑性
樹脂からなる難燃性材料を溶融したものである。ホットメルトを正極板等の表面に塗布す
る際には、ホットメルトをノズルから正極板等の表面に向かって噴射する。その結果、ホ
ットメルトを正極板等の表面に塗布して形成した難燃化材料の塗布層は、いわゆる不織布
のように厚み方向に連通する複数の細孔を有する多孔質層となり、優れたイオン透過性を
示す。イオン透過性は、多孔質層の細孔内をイオンが通過できることを意味する。言い方
を変えると、本願明細書において、多孔質層とは、内部に厚み方向に連通する多数の細孔
が形成された不織布状の塗布層と表現することができる。
【０００８】
　本発明のように、正極板等の表面に難燃性材料を溶融したホットメルトを塗布して形成
した多孔質層からなる難燃層を形成すると、正極板等の表面にイオン透過性を有し且つ電
解液の発火を抑制する性質（本願明細書ではこの性質を難燃性と表現する）を示す難燃層
を形成することができる。このように形成された多孔質層はイオン透過性により正常な電
池動作の際には、電池性能に影響を与えることがない。しかし内部短絡などにより急激な
放電が生じて電池内の温度が上昇すると難燃性材料が溶融し、非水電解液の発火を抑制す
る機能を発揮し、電池の内部温度・内部圧力の上昇を抑制することができる。そのため、
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本発明によれば、電池性能を低下させることなく、電池の発火、引火または電池の膨張、
破裂等の危険性を小さくすることができ、安全性の高い非水電解液電池を得ることができ
る。
【０００９】
　ホットメルトは、接着性を示し且つ温度の低下により硬化するため、正極板等の表面に
塗布された難燃性材料からなるホットメルトは、正極板等の表面に付着した状態でそのま
ま保持される。したがって電池の組立の際に、多孔質層の落下等が問題になることはない
。また本発明で用いる多孔質層はイオン透過性を有するため、多孔質層を形成した正極板
等の表面と電解液との間のイオン伝導性が低下するのを抑制することができる。そのため
、本発明によれば、高電圧性能、高放電容量、大電流放電性能等の非水電解液電池に要求
される放電特性を低下させることなく、安全性の高い非水電解液電池を提供することがで
きる。
【００１０】
　非水電解液電池では、高放電容量、大電流放電性能などの放電特性を維持する観点から
、多孔質層の多孔度は３０～７０％とするのが好ましい。多孔度（Ｐ）は、多孔質層の体
積Ｖ１に占めるに細孔の体積Ｖ２を百分率で表したもの（Ｐ＝Ｖ２／Ｖ１×１００）とし
て定義することができる。また多孔度（Ｐ）は、難燃性材料の比重（真比重）をｄ１とし
、多孔質層の比重（見かけ比重）をｄ２とした場合に、Ｐ＝〔１－ｄ２／ｄ１〕×１００
の式から演算したものを用いることもできる。
【００１１】
　本発明では、上述のようにホットメルトを塗布することにより、多孔度が３０～７０％
の多孔質層を正極板等の表面に形成することができる。なお、多孔度が３０％未満では、
イオン透過性またはイオン伝導性が低下するため放電特性が低下する。一方、多孔度が７
０％を超えると、多孔質層と正極板等の表面との間の接合面積が低下するために、多孔質
層の接合強度が低下し、多孔質層が脱落しやすくなる。さらに多孔度が８０％超では、正
極板等の表面から多孔質層が簡単に脱落するため、難燃性材料の機能を発揮させることが
できなくなって、非水電解液電池の安全性を確保することができない。
【００１２】
　難燃性材料を溶融してホットメルトを塗布する方法は、任意である。しかしながら、上
述のような多孔度を有する多孔質層を形成するには、ホットメルトを正極板等の表面に塗
布する方法として非接触塗工法を用いるのが好ましい。非接触塗工法は、ホットメルトを
塗布する公知の方法であり、塗布装置のノズルを塗布対象物に接触させることなくホット
メルトを塗布対象物の表面に噴射して塗布する方法である。本発明では、常温で固体の難
燃性材料を９０℃以上の温度で加熱溶融したホットメルトを、市販のホットメルト塗布装
置（コントロールコートガン）を用いて、所定の塗工速度で、正極板等の表面上に噴射し
た線条状態のホットメルトが、厚み方向に不規則に重なるようにノズル及び正極板等の少
なくとも一方を揺動させて塗布する。このようにすると簡単な方法で正極板等の表面に必
要なイオン透過性を示す多孔度を有する不織布状の多孔質層を形成することができる。な
お不織布状とは、ランダムな繊維状の三次元網目構造を有し、機械的強度に方向性がない
状態を意味する。
【００１３】
　難燃性材料をホットメルトの状態にして正極板等の表面に塗布する観点から、融点が９
０℃以上の難燃性材料を用いるのが好ましい。融点が９０℃以上の難燃性材料は、常温で
は固体であるが、９０℃以上では可塑化または流動化する。電解液の発火温度は９０℃よ
りも高いものが多いため、このような難燃性材料を用いれば、電池内の温度が電解液の発
火温度に近付いたときに難燃性材料が軟化し、それまでは軟化しないため、電池性能に影
響を与えずに、安全性を高めることができる。なお正極板等の表面に形成する多孔質層の
多孔度を確保する観点から、溶融時の粘度が１０００～３５００ｍＰａ・ｓの難燃性材料
を用いるのが好ましい。溶融時の粘度が１０００ｍＰａ・ｓ未満では、ホットメルトの粘
性が低すぎて、イオン透過性を有する多孔質層を形成することができない。そのため、電
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極のイオン伝導性が阻害され、高率放電特性が低下する。また溶融時の粘度が３５００ｍ
Ｐａ・ｓを超えると、ホットメルトの粘性が高すぎて、ノズルからホットメルトが不連続
な状態で吐出されるようになるため、不織布状の層を形成することが難しい。そのため高
率放電特性が低下する。
【００１４】
　見方を変えると、正極板の正極活物質に対して難燃性材料の含有量が、３．５～７．５
重量％の範囲となるように多孔質層を構成するのが好ましい。難燃性材料の含有量を正極
活物質１００重量％に対する難燃性材料の重量％で示したのは、電池の異常発熱時に正極
で発生する酸素ラジカルを難燃性材料が捕獲（トラップ）することにより難燃性の効果が
得られることを考慮して、酸素ラジカル発生の元になる正極活物質を基準に難燃性材料の
使用量を定めたものである。なお、正極板の正極活物質に対して難燃性材料の含有量が３
．５重量％未満の範囲では、それなりの効果はあるものの、難燃性材料の量が少ないため
、難燃性材料を電池内に配置する効果を十分に発揮することができない可能性がある。ま
た、正極活物質に対して難燃性材料の含有量が７．５重量％を超える範囲では、多孔質層
の体積が増加することによってイオン伝導性が阻害されるため、電池特性が低下する。電
池特性が低下しても、安全性を高める目的であれば、難燃性材料の含有量を７．５重量％
を超える範囲としてもよい。しかし非水電解液電池の安全性を十分に確保して、しかも電
池性能を維持するためには、正極活物質に対する難燃性材料の含有量は５．０～７．５重
量％の範囲とするのが好ましい。
【００１５】
　難燃性材料としては、例えば、常温では固体であるが、加熱すると溶融してホットメル
トになるホスファゼン化合物を用いることができる。このようなホスファゼン化合物をホ
ットメルトとして塗布することにより、バインダ等の他の成分が無くても、正極板等の表
面に難燃層としての多孔質層をしっかりと付着させた状態で形成することができる。ホス
ファゼン化合物は、その構造から非水電解液内の酸素（例えば、電池の異常発熱時に正極
で発生する酸素ラジカル）を捕獲（トラップ）する性質がある。この性質を利用して、ホ
スファゼン化合物を正極板の表面に形成することにより、電池の熱暴走反応を効率良く抑
制することができる。
【００１６】
　このようなホスファゼン化合物としては、特に、一般式（Ｉ）で表される環状ホスファ
ゼン化合物を用いることができる。
【化１】

【００１７】
　上記式中、Ｒ１～Ｒ６は炭素数１～１０の有機基であり、Ｒ１～Ｒ６はすべて同じ炭素
数であってもそれぞれ異なる炭素数であってもよい。Ｒ１～Ｒ６の有機基として利用可能
なものとしては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基
、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基などのアルキル基；メトキシ基、エトキ
シ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペントキシ基、ヘキシルオキシ基、ヘプチルオキシ基
、オクチルオキシ基などのアルコキシ基；メトキシメチル基、エトキシメチル基、プロポ
キシメチル基、ブトキシメチル基、メトキシエチル基、エトキシエチル基、プロポキシエ
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チル基、メトキシプロピル基、エトキシプロピル基、プロポキシプロピル基などのアルコ
キシアルキル基；ビニル基、１－プロペニル基、２－プロペニル基、１－ブテニル基、１
－ペンテニル基、３－ブテニル基、３－ペンテニル基、２－フルオロエテニル基、２，２
－ジフルオロエテニル基、１，２，２－トリフルオロエテニル基、４，４－ジフルオロ－
３－ブテニル基、３，３－ジフルオロ－２－プロペニル基、５，５－ジフルオロ－４－ペ
ンテニル基等のアルケニル基；フェニル基などのアリール基；フェノキシ基等のアリール
オキシ基；等が挙げられる。これらの中でも、メチル基、エチル基、１，２，２－トリフ
ルオロエテニル基が好ましい。
【００１８】
　なお、Ｒ１～Ｒ３中の水素原子は、フッ素原子で置換されていてもよい。Ｒ１～Ｒ３中
の水素原子をフッ素原子で置換すると、化学的安定性を高め易くなる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】（Ａ）は本発明の非水電解液電池として用いるリチウムイオン二次電池の内部を
透視した状態で示した概略図であり、（Ｂ）は（Ａ）のＩＢ－ＩＢ線断面図である。
【図２】本発明の非水電解液電池において、正極板の表面に形成された多孔質層の表面を
光学顕微鏡で１５０倍に拡大して撮影した写真である。
【図３】難燃性材料（ホスファゼン化合物）を溶融したホットメルトを正極板の表面に塗
布して形成した多孔質層の多孔度と高率放電容量との関係を示す図である。
【図４】本発明で用いる難燃性材料（ホスファゼン化合物）の溶融時の粘度と高率放電容
量との関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。図１（Ａ）は、本発明の非水電解
液電池の実施の形態であるリチウムイオン二次電池の内部を透視状態で示した概略図であ
り、図１（Ｂ）は、図１（Ａ）のＩＢ－ＩＢの断面図である。このリチウムイオン二次電
池１は、正極リード端子３ａを備える正極板３と、負極リード端子５ａを備える負極板５
と、正極板３と負極板５との間に配置されたセパレータ７とを備える。正極板３、負極板
５およびセパレータ７は、積層されて積層体９を構成する。このリチウムイオン二次電池
１は、この積層体９が正極リード端子３ａおよび負極リード端子５ａが外部に接続可能な
状態でケース１１内に配置された構造になっている。
【実施例】
【００２１】
　リチウムイオン二次電池１は、以下のように作製した。まず、非水電解液を調製する。
非水電解液は、エチレンカーボネート５０体積％とジメチルカーボネート５０体積％とか
らなる混合溶媒に、ＬｉＰＦ6を１ｍｏｌ／Ｌになるように溶解させた溶液として調製し
た。
【００２２】
　次に、正極板を作製する。正極板の正極活物質には、リチウムコバルト複合酸化物（Ｌ
ｉＣｏＯ2）を用いる。まず、このリチウムコバルト酸化物と、導電剤であるアセチレン
ブラックと、結着剤であるポリフッ化ビニリデンとを、質量比９０：５：５で混合し、こ
れをＮ－メチルピロリドンの溶媒に分散させてスラリーを調製した。このスラリーを、正
極集電体としてのアルミニウム箔に塗布して乾燥した後、プレス加工を施して、正極シー
トを作製した。
【００２３】
　さらに、正極シートの表面に、難燃性材料を溶融したホットメルトを塗布した。難燃性
材料には、上記一般式（Ｉ）において、全Ｒのうち２つがフェノキシ基、２つがフェニル
基、２つがジメチルアミノ基である環状ホスファゼン化合物（以下ホスファゼン化合物Ａ
という。）を用いた。この環状ホスファゼン化合物は、常温では固体であるが、加熱する
と溶融してホットメルトになる。このようなホスファゼン化合物をホットメルトとして塗
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布することにより、バインダ等の他の成分が無くても、正極板等の表面に難燃層としての
多孔質層を確実に付着させた状態で形成することができる。
【００２４】
　難燃性材料の塗布は、非接触塗工法により行った。具体的には、塗布装置としてノード
ソン社製のコントロールガンＣＣ２００（商標）を用い、１６０℃で溶融したホスファゼ
ン化合物Ａのホットメルトを、４５ｍ／ｍｉｎの塗工速度で、正極シートの表面上にノズ
ルを揺動させながら噴射し、噴射した線条状態のホットメルトが、厚み方向に不規則に重
なる不織布状態になるように、正極シートの表面に塗布層を形成した。図２は、正極シー
トの表面に形成された塗布層の表面を光学顕微鏡で１５０倍に拡大して撮影した写真であ
る。この顕微鏡写真が示すように、正極シートの表面に形成された塗布層は、不織布状の
多孔質層となっている。このような塗布層が形成された正極シートを１０ｃｍ×２０ｃｍ
に切り取り、アルミニウム箔の集電タブを溶接して正極板を作製した。
【００２５】
　次に負極板を作製する。負極活物質としては、人造黒鉛を用いる。この人造黒鉛と、結
着剤であるポリフッ化ビニリデンとを質量比９０：１０で混合し、これをＮ－メチルピロ
リドンの溶媒に分散させてスラリーを調製した。このスラリーを、銅箔の負極集電体に塗
布して乾燥した後、プレス加工を施して、負極シートを作製した。この負極シートを１０
ｃｍ×２０ｃｍに切り取り、切り取ったシートにニッケル箔の集電タブを溶接して負極板
を作製した。
【００２６】
　このように作製した正極板と負極板との間に、ポリエチレンからなるセパレータシート
を挟んで、正極板、負極板およびセパレータシートを積層して電池容量が８Ａｈになるよ
うに積層群を作製した。熱融着フィルム（アルミラミネートフィルム）からなる一端が開
口した外装材（ケース１１）の中に、この積層群を挿入し、さらに調製した非水電解液を
外装材中に注入した。その後、外装材中を真空にして、すばやく外装材の開口部をヒート
シールすることにより、平板状ラミネート電池の構造をなす非水電解液電池（リチウムイ
オン二次電池１を作製した。
【００２７】
　このように作製した非水電解液電池の難燃性を、下記（１）に示す方法で評価した。具
体的には、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布量を変化させた実験例１～７の難
燃性を評価した。なお、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布量は、正極活物質に
対する重量％で示されている。難燃性の評価結果は表１に示すとおりである。
【００２８】
　（１）釘刺し安全性試験
作製したラミネート電池について、釘刺しによる安全性試験を行った。釘刺し試験の方法
は、まず、２５℃の環境下で、４．２～３．０Ｖの電圧範囲で、０．１ｍＡ／ｃｍ２の電
流密度による充放電サイクルを２回繰り返し、さらに４．２Ｖまで電池の充電を行った。
その後、同じ２５℃の温度条件下で、軸部の直径が３ｍｍのステンレス鋼製の釘を、速度
０．５ｃｍ／ｓで電池の側面の中心に垂直に突き刺して、電池の発火・発煙の有無および
電池の破裂・膨張の有無を確認した。
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【表１】

【００２９】
　表１に示すように、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布しない例（実験例１）
および１．０重量％塗布した例（実験例２）では電池の発煙が確認され、難燃性材料（ホ
スファゼン化合物Ａ）を塗布しない例（実験例１）、１．０重量％塗布した例（実験例２
）および２．５重量％塗布した例（実験例３）では電池の膨張が確認された。これらの結
果から、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を３．５～１０．０重量％含む非水電解液
電池（実験例４～７）が、内部短絡時の熱暴走による、発火・発煙を抑えるとともに、電
池の破裂・膨張を抑えることができ、非水電解液電池の安全性が高まることが分かった。
すなわち、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布量が３．５重量％未満では、電池
の熱暴走を抑える効果が不十分であり、難燃性材料の塗布量（重量）は、少なくとも正極
活物質の重量に対して３．５重量％以上であることが好ましいことが分かった。
【００３０】
　また、作製したラミネート電池について、多孔質層の状態と放電特性との関係を調べた
。放電特性は、下記（２）に示す方法により確認した。具体的には、難燃性材料（ホスフ
ァゼン化合物Ａ）の塗布量を正極活物質の重量に対して３．５重量％として形成した多孔
質層について、多孔度を変化させた場合（実験例８～１８）の高率放電容量を確認した。
なお多孔度は、難燃性材料の比重（真比重）をｄ１とし、多孔質層の比重（見かけ比重）
をｄ２とした場合に、Ｐ＝〔１－ｄ２／ｄ１〕×１００の式から演算した。結果は表２及
び図３に示すとおりである。
【００３１】
　（２）高率放電試験
作製した非水電解液電池（ラミネート電池）について、高率放電試験を行った。２５℃に
て、上記（１）の釘刺し安全性試験と同じ条件（初期充放電工程と同様の条件）で充電し
た後、電流２４Ａ、終止電圧３．０Ｖの定電流放電を行った。得られた放電容量を高率放
電容量とした。
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【表２】

【００３２】
　表２及び図３に示すように、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布しない例（実
験例８）の高率放電容量を１００％とすると、多孔度が１０％～２５％（実験例９～１１
）では、高率放電容量が９５％未満となった。これは、イオン透過性またはイオン伝導性
が低下して、放電特性が低下したことを示している。これに対して多孔度が３０％～７０
％（実験例１２～１６）では、高率放電容量が９５％超となった。なお、多孔度が８０％
（実験例１７）では、多孔質層が脱落し易く、多孔度が９０％（実験例１８）では、正極
板の表面から多孔質層が簡単に脱落することが確認された。これらの傾向は、多孔質層と
正極板等の表面との間の接合面積が低下して、多孔質層の接合強度が低下したことによる
ものと考えられる。これらの結果から、正極板の表面に形成する多孔質層の多孔度は、３
０～７０％の範囲が好ましいことが分かった。すなわち、正極板の表面に多孔質層の多孔
度が３０～７０％になるように難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布することによ
り、ホスファゼン化合物が未塗布のものと比べて高率放電容量の低下が少なく、電池性能
への影響が少ないことが分かった。
【００３３】
　さらに、作製したラミネート電池について、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗
布量と放電特性との関係を調べた。放電特性は、上述の多孔度と放電特性との関係を調べ
た場合と同様に上記（２）に示す方法により確認した。具体的には、多孔質層の多孔度が
５０％となるように難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布量（正極活物質の重量に
対する重量％）を変化させた実験例１９～２５の高率放電容量を確認した。結果は表３に
示すとおりである。

【表３】

【００３４】
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　表３に示すように、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布しない例（実験例１９
）の高率放電容量を１００％とすると、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布量が
３．５重量％～７．５重量％（実験例２０～２２）では、高率放電容量が９５％超となっ
た。これに対して塗布量が１０％～１５％（実験例２３～２５）では、高率放電容量が９
５％未満となった。これらの結果から、正極板の表面に塗布する難燃性材料（ホスファゼ
ン化合物Ａ）の塗布量は、３．５～７．５％の範囲が好ましいことが分かった。すなわち
、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を３．５～７．５重量％塗布することで、難燃性
材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布しないものに比べて高率放電容量の低下が少なく、
電池性能への影響が少なくなることが分かった。なお、難燃性材料の含有量が３．５重量
％未満の範囲では、難燃性材料の量が少ないため、上述のように難燃性材料を電池内に配
置する効果を十分に発揮することができない。難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗
布量が７．５重量％を超えると電池特性が低下するのは、多孔度が５０％のままで難燃化
剤層の厚み（多孔質層の体積）が増加したことによりリチウムイオンの移動（イオン伝導
性）が阻害されたことによるものと考えられる。
【００３５】
　また、作製したラミネート電池について、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の塗布
時の粘度と放電特性との関係を調べた。放電特性は、上述の多孔度と放電特性との関係を
調べた場合と同様に上記（２）に示す方法により確認した。具体的には、難燃性材料（ホ
スファゼン化合物Ａ）の塗布量を正極活物質の重量に対して３．５重量％として、難燃性
材料（ホスファゼン化合物Ａ）の溶融時の粘度を変化させた実験例２６～３９の高率放電
容量を確認した。結果は表４および図４に示すとおりである。

【表４】

【００３６】
　表４および図４に示すように、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）を塗布しない例（
実験例２６）の高率放電容量を１００％とすると、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）
の溶融時の粘度が１０００ｍＰａ・ｓ未満（実験例２７～２９）および４０００～６００
０ｍＰａ・ｓ（実験例３６～３８）では、高率放電容量がいずれも９５％に満たなかった
。また、溶融時の粘度が７０００ｍＰａ・ｓ（実験例３９）では、難燃性材料（ホスファ
ゼン化合物Ａ）の塗布自体が困難となり、正極板の表面に多孔質層を形成することができ
なかった。これに対して難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の溶融時の粘度が１０００
～３５００ｍＰａ・ｓ（実験例３０～３５）では、高率放電容量が９５％を超えた。これ
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らの結果から、難燃性材料（ホスファゼン化合物Ａ）の溶融時の粘度は、１０００～３５
００ｍＰａ・ｓの範囲が好ましいことが分かった。なお、難燃性材料（ホスファゼン化合
物Ａ）の溶融時の粘度が１０００ｍＰａ・ｓ未満で高率放電特性が低下したのは、ホット
メルトの粘性が低すぎて、イオン透過性を有する多孔質層を形成することができないため
、電極のイオン伝導性が阻害されたことによるものと考えられる。また、溶融時の粘度が
３５００ｍＰａ・ｓを超えると高率放電特性が低下するのは、ホットメルトの粘性が高す
ぎて、ノズルからホットメルトが不連続な状態で吐出されるようになるため、不織布状の
層を形成することが困難となり、多孔質層の多孔度を確保することができないことによる
ものと考えられる。
【００３７】
　以上、本発明の実施の形態および実施例について具体的に説明したが、本発明は、これ
らの実施の形態および実施例に限定されるものではなく、本発明の技術的思想に基づく変
更が可能であるのは勿論である。
【産業上の利用可能性】
【００３８】
　本発明によれば、正極板等の表面に難燃性材料を溶融したホットメルトを塗布して形成
した多孔質層からなる難燃層を形成したので、正極板等の表面にイオン透過性を有し且つ
難燃性を示す難燃層を形成することができる。そのため、内部短絡などにより急激な放電
が生じて電池内の温度が上昇すると難燃性材料が溶融し、非水電解液の発火を抑制する機
能を発揮し、電池の内部温度・内部圧力の上昇を抑制することができる。その結果、本発
明によれば、電池性能を低下させることなく、電池の発火、引火または電池の膨張、破裂
等の危険性を小さくすることができ、安全性の高い非水電解液電池を得ることができる。
【符号の説明】
【００３９】
　１　リチウムイオン二次電池
　３　正極板
　５　負極板
　７　セパレータ
　９　積層体
　１１　ケース
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